
■申請者・申請地について

 申請者の氏名

 申請地の所在地

 申請地の面積

■代理人・設計者について

 代理人（※1）  住所

 会社

 氏名

 TEL

■許可申請書（正副２部、Ａ４判ファイル綴じ）

 申請書等

許可申請書

委任状

申請者の印鑑証明書

申請者の履歴事項全
部証明書

 土地関係書類

土地の公図の写し ・申請する区域を赤で囲む

土地登記簿謄本
（全部事項証明）

 権利者の同意書等

権利者の同意書

権利者の印鑑証明書

権利者の代表事項証
明書

その他の同意書

 住民への周知

住民への周知をおこ
なったことを証する
書類

宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づく

土石の堆積に関する工事の許可申請チェックリスト

土石の堆積を行う
土地の面積

㎡　　㎡　　

＜手続きを委任する場合＞
・受任内容、受任年月日を記入
・申請者（委任者）の住所氏名、代理人の住所氏名及び電話番号を記入
・申請者は実印を押印、原本を正本に、副本は写し可

＜説明会開催の場合＞
・説明会開催の周知範囲が分かる位置図等
・開催案内及び開催結果がわかる資料（説明会に用いた資料、説明会の経過報告
書等）
＜書面配布の場合＞
・配布範囲が分かる位置図等
・配布した書面
＜掲示及びインターネットによる場合＞
・掲示場所が分かる位置図等
・掲示状況の写真
・インターネットの閲覧ページの写し（URLを含む）

・申請地の所有権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使
用及び収益を目的とする権利を有する全ての同意
・実印を押印したもの　・受付日より１年以内に同意したもの
・原本を副本に、写しを正本に添付

＜法人の場合＞
・同意日より１か月以内に同意したもの　・原本を正本に添付

 堺市　　　区

・法務局にて取得した原本、３か月以内のもの
・原本を正本に添付

※1 行政書士等、法律において必要とする資格を有する方以外は、業として他人の依頼を受け報酬を得て、
    官公署に提出する書類を作成することはできません。

・正副とも実印を押印

・３か月以内のもの、原本を正本に添付

＜法人の場合＞
・３か月以内のもの、原本を正本に添付

・同意日より１か月以内に同意したもの　・原本を正本に添付



 申請者の資力・信用に関する書類

資金計画書

預金残高証明書又は
融資証明書等

納税証明書

 工事施行者の能力に関する書類

工事施行者に関する
業務経歴書

建設業の許可証の写
し

 誓約書

申請者の誓約書
（暴力団等に該当し
ない旨の誓約書）

 設計図書等

位置図

地形図

土地利用計画図

土地の断面図

計算書

求積図

現況写真

その他の図面

 その他

その他の書類
・他の法令で許認可等を要するときは、それらの許認可等を証する書類
・その他必要と認められる書類

・工事施行者の概要、事業経歴等を記入

・最近２年間の納税証明書（個人の場合は市府民税、法人の場合は法人市民税）
・原本を正本に添付

＜土石の堆積を行う土地の面積が3,000㎡超の場合＞
・原本を正本に添付

・土量計算書
・その他必要により指示した計算書

・申請地の土地の面積
・土石の堆積を行う土地の面積

・その他必要と認められる図面

・申請に係る土地及びその付近の状況を明らかにする写真（写真の撮影位置がわ
かるものを添付）

・土木工事業等

・縮尺 1/2,500程度　　・方位、道路及び目標となる地物を記入
・申請地を着色

・縮尺 1/500以上　　・方位、申請地の境界線を朱書き
・現況地盤の高さ、境界線周辺の現況を記入

・縮尺 1/500以上　　・方位、申請地の境界線を赤で囲む
・計画地盤の高さ、周辺地盤の高さ
・空地の位置　　・柵等の位置
・排水施設の位置、種類、材料、形状、内のり寸法、延長、水勾配の向き、勾
配、吐口の位置、放流先
・勾配が1/10を超える土地における堆積した土石の崩壊を防止するための措置を
講じる位置及び当該措置の内容
・土石の崩壊に伴う土砂の流出を防止する措置を講じる位置及び当該措置の内容

※ 申請書のト欄と照合できるように番号等を記入すること。

・縮尺1/500以上
・土石の堆積を行う土地の地盤面、２面以上

・原本を正本に添付
・住民票　原本を副本に、写しを正本に添付
（申請者の履歴事項全部証明書に住所の記載がある場合は除く）


